様式第１号（第３条関係）

平成　　年　　月　　日

　公益財団法人茨城県中小企業振興公社理事長　殿

申請者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　印

平成　　年度いばらき産業大県創造基金助成金
（いばらき地域資源活用プログラム　○○○○○○○○○○○○○事業）

交付申請書

いばらき産業大県創造基金助成金交付要領第３条の規定に基づき，別添の書類を添えて，下記のとおり助成金の交付を申請いたします。

記

１　事業計画名
２　助成事業に要する経費，助成対象経費及び助成金交付申請額

助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円

助成対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円

助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

※　添付書類(各１部)（提出する際，□にレ点でチェックしてください。）

	項目
	中小企業者
	創業を行う者
	グループ
	中小企業以外の者

	(1)過去３年間の財務諸表

（損益計算書，貸借対照表）
	□
	□計画書
	□
	□

	(2)登記簿謄本等
	□
	□個人の場合は税務署への事業開始届写
	□※代表者のみ
	□

	(3)住民票
	
	□
	□代表者のみ
	

	(4)グループ規約，組織図
	
	
	□
	

	(5)茨城県税納税証明書（様式第40号の4(イ)）
	□
	□
	
	□

	(6)会社案内，経歴書等
	□
	□
	□
	□

	(7)経費明細書の根拠となる資料

（見積書，価格表等）
	□
	□
	□
	□

	(8)委託先の内容がわかる資料（パンフレット等）
	□
	□
	□
	□

	(9)その他（　　　　　　　　　　　）
	□
	□
	□
	□


（いばらき地域資源活用プログラム）
事業計画書（共通）

１　申請企業の概要

	申請企業名


	

	役職名及び代表者名
	

	本社所在地


	

	工場等所在地

（事業実施場所）
	

	電話・FAX


	TEL:　　　　　　　　　　　　
	FAX:

	メールアドレス


	

	連絡担当者及び

役職名
	
	経理担当者

及び役職名
	

	主たる業種（日本標

準産業分類の中分類）
	
	従業員数
	　　　　　　　　名

	資本金


	
	会社設立日
	　　　　　年　　　月

	主な株主又は出資者

	株主名
	所在地
	大企業出資の有無
	出資比率(%)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	主要生産品目及び
取引先名
	品目・商品名
	取引先名
	都道府県名
	売上割合(%)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	企業等の沿革


	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	経営状況


	
	　　年　　月期
	　　年　　月期
	　　年　　月期

	
	売上高（千円）


	
	
	

	
	経常利益（千円）


	
	
	

	
	当期利益（千円）


	
	
	


２　活用する地域資源等
	　○地域資源名：

　○指定地域　：
　○基本構想の指定：　有　・　無　　※無の場合は，地域資源としての活用状況を記載
　○地域資源等の新たな活用の視点
　○法認定への申請予定　　有　・　無　（有の場合は申請予定時期：　　　　　　　　　　　）


３　助成金（補助金）の交付を受けた実績（過去５年間の実績及び本事業計画に係る内容で

当該年度の他の助成金（補助金）への申請（予定を含む。）状況）
	年度
	事業名

事業主体先
	テーマ名

助成額・委託額
	具体的な内容

（実施内容・実績）

	
	
	
	実施済・実施中・申請中・申請予定

	
	
	
	

	
	
	
	実施済・実施中・申請中・申請予定

	
	
	
	

	
	
	
	実施済・実施中・申請中・申請予定

	
	
	
	


４　事業着手の目的・経緯

	


５　開発を行おうとする商品・役務の概要

	(1) 新商品・新サービス等の概要・特徴




	(2) 新商品・新サービス等の新規性・革新性・類似商品等との相違点



６　新商品・新サービスの事業化

	(1) 市場ニーズ・市場規模




　

	(2) 想定されるターゲット顧客及びその特徴と販売方法




７　本助成事業を使って取り組む具体的な事業内容

	（１）新開発に当たり，助成事業により解決する課題



	（２）助成金を使って取り組む具体的な実施項目と内容




８　想定される事業成果

	1年後
２年後
３年後
４年後
５年後
決算時期
①売上高
②売上原価
③売上総利益(①－②)
④販売費・管理費
⑤営業利益(③－④)
　＊積算根拠が説明できるようにしておいてください。


９　地域活性化への波及効果

	


１０　事業実施体制

	（１）自社内の実施体制（責任者や開発担当，経理，営業など社内の体制を記載）



	（２）関係機関を含めた実施体制（事業に携わる関係者を記載した実施体制図及び役割を記載）


	関係機関

役割・内容等




１１　事業の実施期間及び実施時期
　　【平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日】
	実施内容
	実施時期
	備考

	
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	　月/ 月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注1）交付決定予定日以降の内容を記入してください。
※交付決定予定日は公社担当者に確認願います。

（注2）「実施内容」欄には事業内容を記入してください。「実施時期」の欄には実施する月に○を記入してください。

　
１２　経費明細表
　（１）経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費

区分
	種別

（科目）
	内容及び

経費内訳
	業者名
	数量
	単位
	単価
	助成事業に
要する経費

（消費税込）
	助成対象
経費

（消費税抜）
	助成金
交付

申請額

	事
務

経
費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事

業

費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	              
	


（注１）「経費区分」とは，事務経費，事業費の経費をいう。

（注２）「種別」とは，助成対象経費の科目を記載する。
（注３）「助成事業に要する経費」とは，当該事業を遂行するために必要な経費をいう。
（注４）「助成対象経費」とは，「助成事業に要する経費」のうちで助成対象となる経費をいう。（消費税分は減額して積算すること。）
（注５）「内容及び経費内訳」は，必要に応じて別紙を作成するなど詳細に記入すること。
（注６）「助成金交付申請額」とは，「助成対象経費」のうち助成金の交付を希望する額で，その限度は，「助成対象経費」に助成率を乗じた額になる。
（注７）「助成金交付申請額」は，経費区分毎に千円未満を切り捨てた額を記入すること。
（２）　資金調達内訳
	区　分
	助成事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	助成金
	
	

	その他
	
	

	合計額
	
	


　（注）（１）の経費配分内訳の助成事業に要する経費の合計額が（２）の資金調達内訳の合計額と一致すること。
（３）助成事業の経理担当者の役職名・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１３　専門用語等の解説

	


１４　その他（いばらき産業大県創造基金交付事業の実施実績）※過去に助成金利用企業のみ作成
	年　度
	事業名
	事業の成果及び今回の申請への動機

（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ等）
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1

